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Probleme und Entwicklungstendenzen im Grundverkehrsrecht, Schriftenreihe
 
NÖ Juristische Gesellschaft,1988,S.16
法の普遍的妥当とコンテクスト（１）（ 澤) 349
は相違するものと思われる）、連邦憲法裁判所はむしろ市民法的自由とのバ
ランスに留意している。農地の農業的利用が確保されれば、非農業者によ
る農地取得を必ずしも排除しないという考え方である。以上の検討から、
農地取引には一定の規制がかけられるべきだという共通了解に立ちつつ
も、基本的な考え方の相違が存在することを確認することができたと考え
る。この対立は、日本における農地制度の変動にも影を落としている。
第２節 日本における農地所有の歴史的社会的
コンテクストと農地取引規制
１ 近代的土地所有権の導入と農民層分解：地主的土地所有権の確立
日本で農地の商品化が正面から認められたのは、明治初年のことであ
る。明治政府は、幕藩体制下での地所永代売買の禁を解き、四民による農
地売買の自由を認めた。同時に地租改正を実施して、農民に地券（土地所
有権）を交付し土地所有権者＝地租納税者と、地価を確定した。これによ
って農民は地租の金納を義務付けられつつも、自分のものとなった土地の
上で生産意欲を高めることができた。折から政府は、旧士族の不満分子に
よる反政府運動を弾圧するための戦費を調達するために不換紙幣を濫発し
たため、インフレーションが発生し、米価が高騰し、多くの農民の手には
利潤が残った。明治10年代初頭の農村は活況を呈し、農民たちが手にした
所有権は、生産的農民的土地所有権として機能することになったのであ
る。生産的所有権は、経済的のみならず精神的にも農民を自立させる基礎
を提供した。各地でヨーロッパ近代の経済・政治思想が読まれ、「国民的
総学習
(33)
運動」としての自由民権運動が展開される。学習運動は、農民は納
税者として税金の使い道についても口を出す権利を持つはずだとの認識の
もとに、国会開設要求を掲げる政治運動へと連なっていく。しかし政府に
(33) 戒能通孝「日本における政治過程と所有権」(『著作集第４巻 所有権』1977
年)
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よる運動弾圧と、明治14年政変による松方正義のデフレ政策の展開によっ
て、農村の状況は一変する。米価は暴落し、地租を払えない農民が農地を
担保に豪農や商業資本から借金をして納税するも、借金を返済できず農地
の所有権が金貸しの手に移動し、農家は高率の小作料と引き換えに元の農
地で引き続き生産するという、地主・小作関係が、明治10年代半ばから明
治20年代半ばにかけて広範に成立することになる。ここにおいて土地所有
権は、生産的所有権から、他者労働の成果を領有する寄生所有権へと転化
したのである。その後第一次世界大戦による戦時超過利潤を通じて日本資
本主義は独占資本主義段階へと発展する。これに伴い、高率小作料に喘ぎ
ながらも、特に先進地域では小作経営が一定の前進をみせ、小作料永久減
免をスローガンに掲げた小作争議が発生し、これが全国に波及して小作農
民対地主階級の階級闘争の様相を呈するにいたった。政府は日本資本主義
の危機としてこれをとらえ、上からの地主制改革を企図したが地主層の抵
抗にあい挫折する。戦時体制の中で寄生所有権が一定の制約を受けつつ
も、基本的には戦後農地改革まで存続したといえるであろう。
２ 国家による農地再配分：農地改革による農民的土地所有の確立
大戦後、地主制を解体し、実際に耕作する農民に労働の成果を帰属させ
る農地改革が実施され、北海道４ ha、本州では１ haの小作地所有を除く
すべての貸付地（不在地主にあっては全貸付地）が、小作農民に配分される
ことになった。農地改革はアメリカ占領政策の一環として外圧の下で実施
されたことは事実であるが、日本資本主義の発展に伴う小作経営の一定の
前進を基礎としつつ、従来の地主制改革の試みの延長上に位置づけられる
内在的性格をもつものであったことが重要である。実際、この時期実施さ
れた東欧における土地改革にあっては、土地配分の対象が、経営能力のな
い農業労働者や難民であったために、個別農業経営が成り立たず、時を経
ず集団経営へと再編されざるを得なかったのに対し、日本の農地改革は、
経営担当能力ある小作人に土地を配分したことによって、農業改革を同時
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に達成
(34)
した。したがってかつての小作農民に配分された土地所有権は、農
業生産を支える基礎としての生産的所有権の性格をもったのであり、ここ
に農地所有権は、地主の他者労働の成果を領有する権利から、農民の生産
を保障する権利へと転換した。
３ 農地改革の成果の固定：1952年農地法
農地改革の成果を固定すべく、農地法が1952年に制定された。「この法
律は、農地はその耕作者みずからが所有することを最も適当であると認め
て、耕作者の農地の取得を促進し、その権利を保護し、その他土地の農業
上の利用関係を調整し、もって耕作者の地位の安定と農業生産力の増進と
を図ることを目的とする。」(第１条)目的を実現する手段として、実際に農地
を耕作する農家でなければ農地の購入や賃貸を許可しない農地取引規制が
導入された。また残された小作地の耕作者の権利を、強力に保護する規定も
置かれた。戦前の寄生地主制への回帰を防ぐことが同法の目的であった。
４ 耕作者主義：農地移動統制の人的要件
農地改革は零細錯圃という伝統的な農業構造を克服し得なかった。その
後の高度経済成長に伴い、農工間の所得格差が広がり、所得均衡を期すこ
とが農政の新たな目標として加わる。そのためには生産性向上が必要であ
り、農業経営の規模を拡大することが最重要の課題として位置付けられ
た。農業基本法が農政全体の指針を示すものとして制定された。新たな目
標の実現のために「家族農業経営を近代化してその健全な発展を図るとと
もに、できるだけ多くの家族農業経営が自立経営…中略…になるように育
(34) 経営観点からの土地改革の比較については、野田公夫「第二次世界大戦後『土
地改革の時代』と日本農地改革―比較史的視点からの日本農地改革論―」『歴史と
方法』二、青木書店1998年、147頁以下。同「戦後土地改革と現代―農地改革の歴
史的意義―」『年報日本現代史第四号・アジアの激変と戦後日本』1998年、178頁以
下、参照。
早法85巻３号（2010）352
成するため必要な施策を講ずる」とし、構造改善政策等が展開された。所
有権移転による規模拡大が目指されたものの、種々の理由から困難である
ことが分かり、賃借権設定による流動化へと切り替えられる。これに立ち
はだかったのが農地法の賃借権保護規定である。規制を緩和して、賃借権
を設定しやすくする改正が1970年に行われた。
52年農地法は、農地改革における保有限度面積を引き継ぎ、これを超え
る権利取得を許可しない規程を置いた。この上限規制は、70年改正におい
て廃止され、その代わりに、権利取得者又はその世帯員が耕作又は養畜の
事業に必要な農作業に常時従事すると認められることを農地移動の許可要
件として導入した。面積要件という外形的基準に代わって、農作業常時従
事者という各人に適用される人的要件を基準として権利取得の是非を決定
することになったのである。この改正作業にかかわった関谷俊作氏の表現
を借りれば、農作業常時従事要件は、権利取得者の全
・
人
・
的
・
生
・
活
・
ス
・
タ
・
イ
・
ル
・
に
かかわる要件であり、農地の権利取得を認めるか否かが、農作業への常時
従事という人
・
の
・
生
・
き
・
方
・
にかかっている、ということで
(35)
ある。農作業常時従
事要件を明記したことによって農地法は、自ら農作業に常時従事する生
・
活
・
を営む地元農家を、農地に対する権利主体として保護することを明らかに
したのである。農作業への常時従事という生
・
活
・
ス
・
タ
・
イ
・
ル
・
の
・
保
・
持
・
が農地法の
目的として確認された。この生活スタイルは、同時に村落における水資源
その他の自然資源や、祭り等の文化資源の共同的維持管理にも規定され、
村落の社会的関係の中に直接組み込まれているものでもある。
また耕作者主義は、経営の主宰と、農作業従事の一体性を要求
(36)
する。農
家（＝家族農業）は、単に農作業に従事するだけでなく、天候の変化の中
(35) 関谷俊作「農地の権利移動統制について」『農地の権利移動統制制度とその運
用をめぐって』農政調査会、2004年
(36) 耕作者主義の概念は、単なる理念や哲学といったものではなく、農地法３条２
項に規定される許可要件（全取得農地・採草放牧地の耕作または養畜の事業遂行
（３条２項１号）と農作業従事義務（３条２項４号）を満たす者だけが農地の権利
主体たりうる）に根拠を有するものであることを特に強調しておきたい。
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で自分の勘と才覚、経験、土地に伝わる伝来の技術等を総動員して経営上
の決定を自らの責任で行い、危険も負担する。耕作者主義におけるこの
?経営主宰＋農作業従事＋土地所有権ないし賃借権>の三位一体こそ、労
働を通じた自己実現、自己確証を保障するのであり、ここでは他者労働の
領有を基礎とする私的所有とは異なる、自己労働に基づく個体的所有実現
の条件が与えられている。所有、労働、経営の三者が分離していることを
その組織原理上の特徴とする株式会社においては、他律的決定の下で農作
業に従事するだけの従業員の存在が前提となるのであり、経営上の決定へ
の参加システムがない限り、従業員の労働は自己実現の労働とはいえな
い。このように耕作者主義は、人間の労働を通じた自己実現、自己確証を
可能とする制度原理でもあるということができる。
５ 耕作者主義の再定位：持続可能な生産の条件充足
その後、グローバル化による国際環境の変化をも踏まえて、1998年に新
基本法「食料・農業・農村基本法」が制定された。新法の目標は、良質の
食料の合理的な価格による安定供給の確保、ならびに農業の多面的機能の
発揮であり、これを実現すべく、望ましい農業構造の確立と農業の自然循
環機能の維持増進による農業の持続的な発展を図り、その持続的発展の基
盤である農村の生産条件、生活環境の整備や、福祉向上を図ることであ
る。ここで注目しておきたいことは、食料供給と多面的機能の発揮という
目的を実現する条件として位置づけられた農業の持続的な発展が、「農業
者を含めた地域住民の生活の場で農業が営まれていること」を基盤として
いる（法第５条）という認識である。すなわち農業の持続的発展は、生産
と生活の一体性＝生業を基礎としているという認識が示されているといっ
てよい。この一体性が例えば多面的機能の一つに挙げられた文化の伝承と
いう機能の前提でもあろう。生産者であり生活者でもある農業者が地域に
定住し、世代を超えて農業を継承できるよう農村振興が図られねばならな
いという課題が、新基本法によって掲げられたのである。
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農地法の目的も、新基本法に掲げられた目的とこれを実現する条件の創
出およびその基礎となる考え方に照らして、解釈されねばならない。何故
「農地はその耕作者みずからが所有することを最も適当であると認め」る
のか。それは、小作農を自作農にし、自作農を維持することによって労働
の成果を耕作者の手に確保するというかつての意図をこえて、農業の持続
的発展を維持するという課題を遂行する上で、生産と生活の一体性を確保
し、もって農業の世代的継承を確保することが重要だからだ、ということ
になる。この目的達成の手段が、３条に規定されている農地の権利移動に
かかる要件である。
一方における、農作業への常時従事要件による、地元定住農家と農地の
継続的関係性保持という農
・
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、他方における、食料の持続的
で安定的な供給と農業の多面的機能の発揮という目的と、その実現条件と
しての「農業の持続的な発展」、持続的発展の基盤として、生産と生活が
一体的に世代を超えて展開される場である農村の振興、という新
・
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・
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６ 日本における農地所有の個性：農地所有に対する共同体規制と
その法制化
(１）土地所有に対する共同体的規制の伝統とその法制化の試み
以上の農地法の沿革とともに、視野に入れておかなければならない歴史
的コンテクストとして、農村共同体が歴史的に有していた、土地所有に対
する規制力がある。近世幕藩体制下の農村で、幕府の禁令にもかかわらず
農地の流動化が進行した。しかし村外へ農地が質流れした場合であって
も、この農地の管理を「結高」「結親」と呼ばれるむらの支配者が行い、
むらの農民土地所持の原則を維持する、いわゆる「田地支配慣行」があっ
たことが報告されて
(37)
いる。しかしこうしたむらレベルでの慣行は、国家法
(37) 竹安繁治『近世土地制度の研究』1966、御茶の水書房
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に反映することはなかった。
(２）産業組合運動における土地管理事業
むらの農地に対する自主管理の慣行が意識的に強化・展開されたのは、
時代が下って両大戦間期に各地に簇生した産業組合による土地利用事業に
おいてである。昭和10年代は、一端減少の傾向を見せたと思われた小作争
議が、再び増加に転じ、特に土地返還に関する争議が増加した。また銀行
地主の土地兼併による、農村中堅階級としての自作農の没落が問題視され
る
(38)
状況が生じた。小作争議が頻発する中で、争議への対応策の一つとして
土地利用組合による小作地の管理が提唱され、一定の普及を見た。村落外
への農地所有権の移動を防ぐため、村落を単位として作られた土地利用組
合は、売りに出された農地を購入して村落内の農家に貸し付け、将来その
農家を自作化する事業、あるいは村落内農地の全ての貸し借りを組合が媒
介する、小作地の管理事業等を展開した。後者の事業の場合、地主と組合
との関係を規律する契約は、地主の小作人からの土地の引き上げを制約
し、また組合の了解を得ずに小作人以外の者に土地を売り渡すことを禁
じ、さらには小作料減免査定によって減免歩合を一般的に定めている。こ
うして地主の所有権は、その自由な行使を組合によって制限されたのであ
る。このような組合の事業が地主、小作人双方の同意をもって展開されえ
たのはなぜだったのか。組合が地主・小作関係に関する広範な権能をかく
も集中できたのはなぜだったのか。もともと農地の貸借関係が村落によっ
て媒介される側面があり、地主・小作人の個人間の契約の背後に、これを
(38) 衆議院での農地法案審議（1937年）において小山亮議員は、長野県の例を挙げ
て「最近５箇年ノ間ニ、農民ノ手カラ奪取ラレテ、銀行ノ所有地トナリマシタル土
地ノ総額ハ、…1572町歩ト云フ莫大ナル額ニ上ッテ居ルノデアリマス、即チ土地ヲ
生命トシ、土地ヲ耕スコトニ依ッテ生活ヲ立テテ居ル農民ノ手カラ、何等土地ヲ必
要トセザル、何等耕サザル銀行地主ノ手ニ、農民ノ生命トモ頼ム所ノ土地ガドンド
ント奪取ラレテ居ルノデアリマス（拍手）コノ状態ヲ以ッテ推移致シマスレバ、近
イ将来ニ長野県ノ中堅階級デアル所ノ自作農ハ、悉ク没落ノ運命ニアルト云ウコト
ハ明白デアリマス」と報告している。農地制度資料集成第七巻、482頁。
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包摂する集団的関係が存在したからではないか、農地に関する諸関係が村
落によって掣肘されていたからではないか、と想定することは決して突飛
なことではなか
(39)
ろう。産業組合による土地管理事業は、従来の地主小作関
係を大きく変え、地主による人格的支配の排除と、小作経営の安定をもた
らし、小作経営＝小農の経営的前進に寄与
(40)
した。あらゆる支配はその正当
性根拠を必要とする。「むら」の総意は、単なる地主の私的利害、階級的
意思の表明とは区別される、「むら」全体の公的意思として理解されたの
であり、したがってそれは小作人にも在村地主にも同様の規制力を行使す
るのである。村落の自治機構が地主の利益をおさえ、小作人が小農として
自立するのを助け、農地改革の経営的視点からの
(41)
成功をももたらす条件を
準備した側面を、見逃してはならないであろう。
(３）村落の農地管理機能の法制化の試み
土地管理事業は、兵庫県を中心とする先進地帯で展開されたが、小作争
議地帯に一定の広がりを見せていたところ、農政官僚はこうした動きを捉
えて、これを法の中に持ち込もうとした。自作農、自作地を増加させるこ
とを目的とする農地法案が作成され、重要法案として帝国議会で審議され
た（1937年）。法案の中には、村落が自作農創設維持事業の主体となれる
ことを規定し、そのために農地が必要な場合には、土地所有者その他の権
利者に対して、村落が土地の譲渡、使用収益権の設定を求め、あるいは譲
渡に関する協議を求めることができる、とする規定（第七条）が含まれて
(42)
いた。しかしこの法案は議会の解散（いわゆる食い逃げ解散）によって日
(39) 藤川秀俊「戦前期土地問題と農村協同組合―産業組合による土地管理事業につ
いて」1986年『協同組合奨励研究報告』第一二輯507頁以下。
(40) 坂根嘉弘）「産業組合による土地管理事業の歴史的位置―戦前期における土地
問題の解決をめぐって」1994年『協同組合奨励研究報告』第一〇輯313頁以下。
(41) 野田前掲1998：15頁以下
(42) 第六条 道府県、市町村其ノ他命令ヲ以ッテ定ル団体ガ自作農創設維持ノ事業
ヲ為ス場合ニオイテハ命令ノ定ムル所ニ依リテ之ヲ為コトヲ要ス
前項ノ場合ニ於テ行政官庁必要アリト認ムルトキハ農地ノ所有者ヲシテ農地処分
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の目を見なかった。農地法の流産の後を受けて、農地調整法案が審議され
るにいたる。これに関わった助川啓四郎参与官は、その土地の者がその土
地を耕す制度＝社稷制（社＝土地、稷＝収穫物）へと復帰すべきだという
イデオロギーの下に、農地調整法に土地管理事業を持ち込もうとし、「命
令ヲ以ッテ定ムル団体」が、自作農創設維持や「農地ノ貸付」事業を行う
場合、団体は協議のうえ土地を買取り、あるいは使用収益権を設定できる
旨の規定を同法案に置
(43)
いた。「むら」がもともともっていた事実上の農地
管理機能に、法的効果を付与しようとする注目すべき提案だった。しかし
これを地主抑制策とみた政友会と民政党により、この規定は削除され、以
後「むら」を主体とする農地管理構想は、農業政策上からは姿を消し、農
林官僚の意識の内に潜行することになる。
これが再浮上するのは、1946年「農業協同組合法案」においてである。
戦後農協法の制定に際して、農政当局は、「部落又は之に準ずる区域を地
区」とする農事実行組合を農協の最末端組織としておき、部落における農
民の生産共同体として位置付け、土地管理、共同作業、協同経営等の主体
ニ当リ自作農創設維持ノ事業者又ハ農地委員会ニ其ノ旨ヲ通知セシムルコトヲ得
本法ニ於テ自作農創設維持ノ事業トハ第一項ニ規定スル者ノ為ス自作農創設維持
ノ事業ヲ謂フ
第七条 前条第一項ニ規定スル者ガ農村ノ経済更生ノ為自作農創設維持ノ事業ヲ為
シ又ハ農地ノ貸付ヲ為ス場合ニ於テ之ニ要スル土地又ハ其ノ使用収益ノ権利ヲ取得
スルノ必要アルトキハ行政庁ノ認可ヲ受ケ土地ノ所有者其ノ他之ニ関シ権利ヲ有ス
ル者ニ対シ土地ノ譲渡又ハ使用収益ノ権利ノ設定若ハ譲渡ニ関スル協議ヲ求ムルコ
トヲ得
農地制度資料集成第七巻、394頁。
第六条にいう、「命令ヲ以ッテ定ムル団体」とは、「農地法案質疑応答（逐条）」（農
地制度資料集成第七巻、322頁）によれば、産業組合、農事実行組合等のほか、部
落組合のようなものもこれに加えることになるかもしれないとしている。農林大臣
の議会答弁からも、この団体として主として想定されていたのは、農業集落＝村で
あったことは明らかである。
(43) 農地調整法確定案第４条、農地制度資料編纂委員会（1971）『農地制度資料集
成第９巻』農政調査会、189頁
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として機能させようとした。しかし戦後改革の一環としてなされた農地改
革においては、村落はもっぱらファシズムの温床、あるいは封建遺制であ
って、解体消滅されるべき対象としてしかみなされず、村落の土地管理機
能は省みられなかった。こうした中でこの構想も、GHQの反対で日の目
を見るに至らなか
(44)
った。村落の農地管理機能は、戦前においては地主制維
持の意図により、戦後においては地主制解体の目的により、その法的把握
を拒まれたのである。
(４）法規制の限界と社会規制―農地の自主管理法制
１）農地管理という課題領域の発見
既述のように、農業経営規模拡大のために、賃借権レベルでの農地流動
化を進めるべく、70年農地法改正により、合意解約と、長期賃貸借の更新
拒絶の通知を許可不要とするなど、一定の規制緩和がなされたものの、農
地移動は大きくは進展しなかった。これ以上の緩和は農地法の根幹を揺る
がすという判断もあり、政策は手詰まりとなった。小作経営安定のために
耕作権を保護すれば、農地の流動化は進まない。保護水準を下げれば経営
の不安定化を招く。この隘路からいかに脱出するか。大胆な発想の転換が
必要だった。
しかし農地法の強い規制の結果、現実の農村社会で農地の貸し借りがな
されなかったのかというと、実はそうではなく、請負耕作や闇小作といっ
た、無許可の農地の貸し借りが実際にはかなり広範に行われていたと推定
されている。これは法律的観点からすれば違法な貸借だが、他面において
農民の知恵、という評価もできなくはない。つまり農民にとっては、耕作
が法的権利によって保障されていなくとも、事実上の耕作が保障されてい
ればいいのである。この保障を担保するのは、法的権利ではなく、農民間
の信頼関係にほかならない。ここに止目して隘路脱出の方途を模索したの
が、農林官僚の東畑四郎だった。東畑は、「公共」といえば「国家的公」
(44) 梶井功『農業構造の変化と農地制度』全国農業会議所、1999年、92頁以下
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の概念しか存在しない日本社会に、私的領域における公共空間としての農
民間の信頼の組織（属地集団・土地管理組合）を展望した。農業集落（農村
共同体）と、それが伝統的にもっていた土地管理機能をベースとして、農
民による農地の自主管理組織の法制化を模索したので
(45)
ある。
農用地の合理的、効率的、総合的な利用を促進する政策課題は、市場によ
る恣意的取引に任せていては実現されないし、また市場経済の私的自治原則
の下では、これを国家的統制により直接遂行することは困難である。そこで
国家統制でもない、市場への放任でもない、いわばその両者の中間に位置す
る各種地域団体による社会的自主管理としての「農地
(46)
管理」が大きな意味
を持つことになる。農地管理という言葉は、管理という物理的意味合いを
越えて、農地を農地として維持するための地域の社会関係のありようを含
意する。この農地管理という課題領域に逸早く着眼したのが東畑だった。
２）農地管理事業の一環としての農地利用権設定
この農地の自主管理を制度化したのが75年農用地利用増進事業における
利用権設定等促進事業であり、またその後身の80年農用地利用増進法上の
農用地利用改善事業とその事業主体である利用改善団体である。利用権設
定事業における利用権という権利は、更新規定のない権利であり、契約期
間が到来すれば農地は自動的に貸し手に戻る仕組みである。地主にしてみ
れば貸しやすい制度だが、農地を借りて耕作する者にとっては、引き続き
貸してもらえるか否かの保障はない。利用権は非常に弱い権利であり、安
定的な経営はそれ自体によっては保障されない。何故このように脆弱な利
(45) 東畑四郎『昭和農政談』1980年、131頁以下、334頁
(46) 関谷俊作氏は、農地管理を、「農用地の利用または権利移動をある方向に方向
付ける活動」とし、「法的規制によっては行うことができない政策目標を『方向付
け』という手法によって追求する行為」と定義付け、さらに「それぞれの地域で自
発的にこれを行うのでなければ実施されず、したがって農用地管理はあらゆる場合
に自主的管理という性格を持っている」と特徴づけている。関谷「農用地管理シス
テムについて」『平成５年度農用地有効利用方策等に関する調査研究事業報告書―
農地管理に関する研究論文編』農政調査会、1994年、５頁
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用権が制度化されることになったのだろうか。
それは地域の地権者全員の合意に基づく農地貸借の調整の結果として、
事業の一環として設定される権利だからにほかならない。事業の形式上の
実施主体は市町村だが、実質的には地域の合意に基礎を置く。だからこそ
このような公共空間には、私的市場取引を対象とする農地法は立ち入らな
い。これが更新規定すら欠く、法律上は弱い利用権の規範的根拠である。
利用権は、農地賃貸借市場一般を想定するものでなく、農地管理と一体の
ものとして、換言すれば地域の農地利用、権利関係に関する農業者の合
意、信頼関係を想定した制度であり、したがって農地管理と切り離され
て、民法上の賃貸借のように単独でそれ自体として設定される性格のもの
では本来ない権利なのである。しかしながら立法者のこの意図は、農地流
動化促進を国策とする農地行政へ貫徹されるいとまなく、全員合意による
農地の自主管理の実質を置き去りにして、利用権設定だけが先行した。
３） 農地賃貸借市場の実態：顔の見える市場
経営の不安定化をもたらしかねない脆弱な利用権が、しかしながらこれ
だけ普及し、実務として定着を見たのも事実である。それには相応の理由
があるはずである。それは農家相互間の信頼関係をベースとした貸し借り
だからにほかならない、というのが私の理解である。同一の賃借人に再設
定が繰り返されるケースがほとんどであり、相手を変更した再設定は少な
い。再設定しない場合でも、実際は借手が引き続き耕作する場合も少なく
ない。また再設定しない場合において、所有者が耕作するケースが多いの
は、労働力調整の手段として利用権が使われていることを物語っていよ
う。いずれにせよ、利用権が普及している磁場は、地域の地権者全員の合
意はないものの、顔の見える当事者間の信頼関係がベースとなっている社
会関係であり、全国どこからでもアクセスできる匿名的市場関係ではあり
得
(47)
ない。
(47) 2008年12月、農水省の調査を受託し、新潟県魚沼市で農協出資生産法人の広域
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４）日本の農地法制の個性：持続的経営基盤確保の耕作者主義と農地の
自主管理の有機的連関
農地法は、地域に定住して現に農業に従事している農業者を、農地に対
する権利主体として位置付けることにより、換言すれば人的要件に基づく
国家統制を通じて、農地を持続的に経営管理する基盤を形成し、農業の多
面的機能発揮の条件を創出している。ヨーロッパにおいても、土地市場に
よる圧力に抗して、農民層の維持、農業経営の発展と、国土や景観の調和
の取れた管理を可能とする土地所有権の配分は、農地取引の事前規制シス
テムによってのみ実現可能であることが認識されている。ここにおいて農
地取引規制の普遍的妥当を見ることができる。
他方日本では、農地取引に対する国家の一律統制（国家による認可行政、
規制法）を前提としつつ、その基礎の上で、農地管理という事業展開（事
業法）の法制が存在する。そのコンテクストとして村落の共同性があった
ことは上述のとおりである。ここでは一方における国家の認可行政と、他
方における地域中間団体・地方自治体による自主的事業展開が組み合わさ
展開と、農地情報入手の実態等について調査する機会を得た。調査対象とした法人
経営は、常勤役員である２人の地元兼業農家を中心に、地元農家の子弟２人、地元
非農家の子弟と地元へUターンした１人を従業員として構成されており、経営規
模の推移を見ると、近年の借地面積は、30～35haの間で、作業受託は40ha代後
半、あわせると80ha前後の経営規模で安定的に推移しており、急テンポの拡大は
見られない。これはそもそも農地情報を積極的に収集し、小作料で競争して水田の
集積を進めるような方針をあえてとらず、あくまで来るものを待つという基本姿勢
を保っているからにほかならない。全部で81名の賃貸人のうち、法人の地元集落が
32名、村外からが４～５戸、その他は村内の他集落12集落である。貸主81名中、20
名ほどを除いて皆顔見知りとのことであった。部分作業受託から入って人間関係を
形成し、受託作業が次第に拡大する中で、ついに賃貸借関係へと移行するのであ
り、いきなり利用権設定がなされるのではなく、それまでに時間をかけて信頼関係
が形成されているのである。来る者は拒まず、去る者は追わずの対応は、地域にお
ける労働力調整的農地管理への貢献として評価される。こうした信用形成が緩慢で
はあるが着実な拡大に繫がっている。 澤能生「農協出資農業生産法人による農地
管理の事例―新潟県魚沼市―」農林水産省『広域展開する農業経営・農地情報の入
手等の実態に関する調査結果報告書 経営局構造改善課』2009年３月、３頁以下。
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れることによって、地域に定住する農業者と農地との間の総体的関係維持
という基盤の上で、地域に適合的な農業構造の自主的形成が目指される。
地域の農地保全にとって望ましい農地移動への誘導、方向付けという政策
課題は、規制法のみでは達成されないのであり、地域社会における合意、
信頼、自己統制の世界に委ねられ、この両輪により農地が農地として確保
され、農家と農地の関係性が切断されることなく維持されていく。このよ
うに戦後の農地法制は、国家的統制と、社会の自己規制・自己管理の有機
的体系として形成されてきた。ここに日本の農地制度の個性を見ることが
できる。
農地市場もこうした制度的枠組みの中に埋め込まれてきたのである。農
地法制は、抽象的な権利主体同士が、商品としての物的客体を、市場を通
じて交換し合う社会関係を規律する民法とは異なる、固有の規範的根拠を
備えている。農地法制が出発点としているのは、地域に定住する農業者と
いう具体的人間像であり、抽象的商品主体ではない。地域に定住する農業
者という具体的人間像は、商品としての抽象的地片 Grundstu?ckではな
い、農業生産手段と生活空間としての農地という、具体的に把握される客
体としての土地 Boden と関連付けられている。このような具象的法主体
と具象的客体の関係を律する法制として、農地法制は体系化されてきた。
７ 企業の農業参入要求と農地法制の改変―農地法制をめぐる対抗
ところが現在日本では、新自由主義的経済政策が、農産物市場の開放要
求を強め、輸入農産物との価格競争に耐えうる大規模効率農業経営体の育
成を喫緊の課題として位置づけている。そのためには大きな資本力を持つ
株式会社に農地を取得させて、低価格の農産物を作らせることが必要であ
り、これを阻害する農地法は撤廃すべきだという議論がますます強くなっ
ており、日本の農地制度は大きな転換点を迎えつつある。議論の場は、内
閣府に設置された規制改革会議、構造改革特区推進本部、経済財政諮問会
議であった。内閣府の諸会議での要求は多岐にわたるが、農地制度に関し
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て言えば、個人や株式会社等の新規参入を促進し、農業生産者間における
適正な競争を通じ真の担い手（効率的な生産者）が決定される仕組みをつ
くるべきだというものだった。これらの場での農地政策上の提案が農水省
に突きつけられ、農水省サイドが対応を迫られる形で事態が推移したので
ある。
まずは農業特区において賃貸借が自由化され、時を経ずして特区の制約
が外され、全国化が推進された。こうした流れの中で、2009年６月、農地
法の改正が行われた。最大の改正点は、農地賃貸借につき、個人に関する
農作業常時従事要件、法人に関する農業生産法人要件を外したことであ
る。これにより全国どこからでも、個人、法人を問わず、農地に対する賃
借権を設定することが可能となった。
農地法制のこのような改変方向は、農地の権利主体を、農作業に常時従
事する農家という具体的な顔を持ったMenschから、抽象的権利主体
Personへ、客体である農地を土地商品一般へと転換する方向に他ならな
い。さらには、日本における農地所有を規定する村落の共同性という歴史
的コンテクストは自由な取引を阻害するものと捉えられている。
アジア諸国への法整備支援に従事する日本の農地法制自体が、このよう
な改変論と、これを押しとどめようとする議論との対抗関係の下にある、
ということを、ここで確認しておかなければならない。
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